
1.はじめに 

近年、港湾法により定められた臨

辺地域は、産業の転換や土地の有効

社会的要請の受け皿として都市的開

れている。しかし、臨港地区は本来

良く行うことを目的に計画・規制さ

このような土地利用の変化に、対処

となっている。都市行政下の内陸部

の臨海部は隔離され、臨海部と内陸

間のまま開発が進められ、沿岸域の

一性に欠けたものとなっている。 
筆者らはこれまで、大都市沿岸域

総体的に把握・分析し、土地利用混

用異用途間距離等の土地利用手法に

を後背地域に持つ三大沿岸域の現状
1）2）3）4）5）6）。文献 5）6）では、土地
ーンを土地利用の同用途のまとまり

ラスターを用いて評価し、臨海部と

を示した。今後はこれにひきつづき

となっている臨海部と、後背地域で

の連続性を考慮した空間への計画誘

と海が融合した地域空間の形成持続

の実現に向けた計画指針を模索する

考えている。 
大都市沿岸域は、大阪湾沿岸域の

られるように、漁業の根拠地および

の核としての機能を有する漁港を中

きた。従来、地域住民と海と陸、漁

な関係にあったのである。しかし、

海部と内陸部は異質な空間となって

の立地特性・存在形式を理論的に再

ばならない局面に至っているといえ

以上をふまえ、沿岸域への法制度

事例として大阪湾沿岸域の現状及び

定性的に把握し、今後の沿岸域にお

のあり方を検討する。 
 

2．沿岸域における法制度の概要 

現在、沿岸域の陸域と水域には輻

法律体系があり、テリトリーが明解

い。 
陸域側に関する主なものは、開発

「国土総合開発」（総合開発計画の策

土利用計画法」（土地利用基本計画
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Fig.4-1 The Change process of  Seaside-Reclaimed lands in Osaka BayⅠ 
 

   
1945年までの埋立        1979年までの埋立        現在年までの埋立 

Fig.4-2 The Change process of  Seaside-Reclaimed lands in Osaka BayⅡ 

① 我が国の管理可能な海域を定める法 
② 特定の海域に定める法 
③ 海の利用に関する法 
この内、本稿では、「特定の海域（区域）に適用

される法」に該当する法としては、「港湾法」（1950

年 5 月 31 日法律第 218 号として制定）、及び「漁

港法」（1980 年 5 月 2 日法律第 137 号として制定）

について触れる。 

1）港湾法 
港湾は、護岸（海岸線）から一定の範囲の水域を

港湾区域、同様に陸域を臨港地区（都市計画法で

定める）とし、これを併せた地域を指す。 
ここでは、港湾関連の諸活動のための建物、施

設、構造物等の建設だけしか認められない。この

区域には、都市計画法により港湾を管理・運営す

るための地域である臨港地区の指定がかけられる。

その規制手法としては、これらの工場、事務所が

新設、増設される場合には、港湾施設との関連が

あるか、取扱貨物量は現在の港湾施設でまかなえ

るか、などについて把握するため、港湾法（第３

８条の２）により港湾管理者である大阪府に施設

計画、使用計画、輸送計画、廃棄物処理計画につ

いての届出を必要とする。 

港湾管理者は、これらの能力を発揮することを

目的に、港湾計画を定め（第３条の３）、内部の土

地利用を機能別に区割りして目的の異なる建物が

無秩序に混在する事を防ぎ、それぞれの機能が十

分発揮できるように分区を指定する。港湾計画は、

計画自体に用途制限等の規制力はないため、上物

を整備するためには分区条例を定めて必要な施設

のみを建築可能にするという運用がなされている。 
臨港地区内は、港湾法が上位法となり、用途規

制は分区条例に従うこととなる（Fig.2）。しかし、
形態規制は港湾法に定めがないため都市計画法の

用途規制に従い、建築基準法が適用される（Fig.3）。
近年、臨海部における都市側からの市街化圧に対

応するために、商業用地を配置できる無分区が増

加してきている。 
2）漁港法 
漁港は漁業の根拠地および漁業地域社会の核と

しての機能を有する水陸両域をまたがる施設であ

る。漁港は、「水産業の発達を図り、これにより国

民生活の安定と国民経済の発展とに寄与するため

に、漁港を整備し、その維持管理を適正にする」

ことを目的に制定された漁港法に従い、漁港の整

備計画・漁港修築計画等を地方公共団体が漁港管



理者となり、漁港及び漁港区域、また漁港施設の

保全・利用・運営・管理を遂行する。 

このように港湾とは分離して管理がなされてき

たが、水産基本計画にもある通り、こちらも近年

都市部との連携が模索されている。 

以上のように、第二次世界大戦以降、効率性を追

求し、臨海部は都市サイドと隔絶した開発が法に

より促されてきたが、近年は都市サイドと連携す

る動きがある。 

 

3．大阪湾における土地利用の歴史的変遷 

沿岸域の土地利用は、時代の希求に合わせてそ

の姿を時々刻々と変えてきた。Fig.7-1と Fig.7-2は
大阪湾沿岸域の埋立て変遷を示したものである。

1.1600年まで、2. 1867年まで、3. 1925年まで 4. 
1945年まで、5. 1979年まで、6.現在と、6つの年
代別の地形を示している。 
江戸時代に当る 1867 年までの埋立は、主に干拓
によるもので、領地の拡大が目的であった。大阪

の同心円的広がりに対応しており、Burgess7)の

Concentric Zone Theoryに当てはまる。産業革命を
経た 1945年までの埋立は、工業用地、港湾用地の
ための埋め立てであったが、大阪市臨海部に限定

されていた。工業地帯の部分的な拡張であり、

Hoyt8)の Sector Theoryに当てはまっている。また、
このころまでは、産業も軽工業中心であったため、

大阪市臨海部であっても、漁業と工業は共存して

いた。 

 

 
Fig.5 Harbor District Map: Hannan Port (1995) 

 

 
Fig.6 Proposal for the law of the Harbor District 

: Hannan Port (1995) 
 

 
Fig.7 Harbor District Map: Hannan Port (2004) 

Fig.8 Harbor District of Osaka Bay 

日本の高度経済成長期に当る 1979 年までは、最
も広大な埋立が行われた時期で、大阪市に止まら

ず、都市圏の外縁部までに至った。神戸や大阪府

南部にまで至っており、産業の中心も重化学工業

になり、Harris9)のMultiple Nuclei Theoryに当ては
まる。海域も汚染され、このころ、大阪市や神戸

市の都心臨海部の漁業は壊滅した。 
1979 年以降は、さらなる発展をもくろみ多少の
埋立は進行したものの、産業構造の変化から工業

立地が進まず、埋立地が商業利用や住宅利用へと

利用の転換が図られた時期の埋立である。 
以上のような変遷を経て、大阪湾の埋立は進行し

てきた。 
一方、Fig.8は大阪湾沿岸域における臨港地区の

指定状況を示したものである。1979年までの埋立
地を中心に、臨港地区は広範囲に渡って指定され

ているが、Fig.4、Fig.5 及び Fig.6 に示す通り、必
ずしも計画通りに運営されていない。臨海部にお

ける都市的利用の圧力が臨港地区が対応しきれて

おらず、港湾管理者の港湾利用計画と、港湾利用

に対する社会的要請には隔たりがあるといえる。 
1979年以降の埋立地は（Fig.7-2）、関西国際空港
の建設計画を契機に、都市の外縁部に埋立てられ

たものであり、漁港と共存している。菅ら（2004）



が指摘するように、漁港周辺地域が都市的機能を

必要とすることからも、臨海部であっても住宅用

地の占有率が高い。 
 
4. 複合的環境形成に向けた沿岸域の今後のあり方 

内陸部との法制度の相違に加え、「3．大阪湾に

おける土地利用の歴史的変遷」でみてきたとおり、

沿岸域の形成の仕方が時代により異なることから、

各時代、沖へ継ぎ足し的に埋め立てられた土地ご

とに都市基盤、空間特性、環境条件が異なってい

る点が上げられる。このため、内陸の都心から臨

海部、埋立地崎まで有機的な結合が見られない。

特に、高度経済成長期による工業地帯形成を経て、

海と住民とが隔離するに至っている。 
 大阪湾の歴史を概観すると、地域住民と海とは、

漁業を通じ密接な関係にあった。近年、親水空間

の創出が計画され、住民への海域利用の必要性が

喫緊な課題として取り出さされている。こうした

本来の海域・海岸と住民との結びつき、後背地や

既成市街地の様々な土地条件を再確認し、有効な

土地利用誘導手法と歴史的な都市形成を考慮した

秩序ある環境形成を行う必要があると考えられる。 
以上のことをふまえて、今後は、安西ら 10）が提

唱する沿岸域を総合的に統括できる法制度の提案、

吉川 11）青木 12）13）らが行っている土地利用の解析

手法の提案、中村ら 14）が提唱する都市沿岸域にお

ける開発と漁業との調整に加えて、都市サイドと

臨海部を連携させ、筆者らが示したような同用途

土地利用用途の集中によって誘発される沿岸域全

体の陳腐化・衰退化を抑制することが期待される。 
 
5.終わりに 

以上、本稿では、沿岸域における法制度を整理し、

沿岸域の歴史的変遷を把握した上で、今後の沿岸

域のあり方について考察を加えた。 
今後の課題として、臨海部と内陸部を連携する

という視点から、文献 5）6）に引き続き、次のよ
うな課題を上げる。①土地利用誘導を踏まえた臨

海部港湾地区を中心とした都市化の変遷と法規制

の関係の把握、②漁港周辺域に見られるような土

地利用の複合化を視野に入れた土地利用誘導手法

の確立。 
これをふまえて、次稿（臨港地区における定住

環境の変化過程）では、 
Ⅰ．大阪湾沿岸域を事例にした臨港地区を中心と

した定住環境の変化過程の把握を行う。 
次々稿（臨海部における漁港地区とその周辺の空

間特性）では、 
Ⅱ．漁港及びその周辺地域における土地利用の空

間特性について時系列的に評価する。  
 
［補注］ 
1)本稿では、港湾労働者以外の一般市民の利用を意図
した店舗やホテルなどの諸施設を「都市的施設」

とし、都市的施設の建設による、港湾（臨港地区

内および港湾区域）での商業開発やまちづくり等

の行為を「都市的開発」、また、それを実地するた

めの事業手法や計画手法を「都市開発手法」と表

現している。 
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